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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第23期
第１四半期
累計期間

第24期
第１四半期
累計期間

第23期

会計期間

自平成25年
　４月１日
至平成25年
　６月30日

自平成26年
　４月１日
至平成26年
　６月30日

自平成25年
　４月１日
至平成26年
　３月31日

売上高 （千円） 162,797 299,631 894,946

経常利益又は経常損失（△） （千円） △45,082 197 △98,909

四半期（当期）純損失（△） （千円） △45,320 △876 △116,156

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 631,367 655,118 631,367

発行済株式総数 （株） 45,134 4,643,400 4,513,400

純資産額 （千円） 252,775 229,598 181,939

総資産額 （千円） 411,663 544,339 416,277

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）
(円） △12.06 △0.19 △26.93

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － －

自己資本比率 （％） 61.4 42.0 43.7

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、当社は持分法を適用する関連会社がないため記載しておりま

せん。

４．当社は、平成25年10月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。これにより、

前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期(当期）純損失金額を算定しており

ます。

５．第23期及び第23期第１四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、

１株当たり四半期（当期）純損失金額であり、潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第24

期第１四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するもの

の１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

 

 

２【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

なお、文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

継続企業の前提に関する重要事象等について

当社は、平成26年３月期まで３期連続して営業損失、当期純損失を計上し、営業活動によるキャッシュ・フロー

がマイナスとなっております。当第１四半期累計期間において営業利益を計上したものの、四半期純損失を計上

し、営業活動によるキャッシュ・フローがマイナスとなっている状況から、継続企業の前提に関する重要な疑義を

生じさせるような状況が存在しております。

こうした状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような事象等が存在していますが、「３

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 (5) 重要事象等及び当該事象を解消し又は改善するた

めの対応策」に記載のとおり、当該重要事象等を解消するための対応策を実施することにより、継続企業の前提に

関する重要な不確実性は認められないと判断しております。

 

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、新たに締結した重要な契約は次のとおりであります。

相手方の名称 契約の名称 契約の内容 締結日 契約期間

株式会社サイカン

第２回無担保転換社債型

新株予約権付社債買取契

約

新株予約権付社債の

発行（注）
平成26年５月28日 ―

マイルストーン・キャピタル・

マネジメント株式会社

第２回新株予約権コミッ

トメント条項付き第三者

割当て契約

新株予約権の発行

（注）
平成26年５月12日 ―

マイルストーン・キャピタル・

マネジメント株式会社
総数引受契約書

新株予約権の発行

（注）
平成26年５月12日 ―

（注）詳細は「第３ 提出会社の状況 １．株式等の状況 (２)新株予約権等の状況」に記載のとおりであります。

 

 

EDINET提出書類

コムシード株式会社(E05401)

四半期報告書

 3/26



３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

（1）業績の状況

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、企業業績の改善や個人消費と雇用情勢の回復が見られ、比較

的順調に推移はしておりますが、消費税の増税前の駆け込み需要による反動と海外経済の減速懸念もあり、依

然として先行きは不透明な状況が続いております。

当社を取り巻く事業環境は、スマートフォン端末でのゲーム市場が引き続き拡大を続けており、今後もさら

なる成長が期待されております。

このような事業環境の中、当社はモバイル端末向けのソーシャルゲームを中心とした事業展開を進めており

ます。当第１四半期累計期間における業績は、前事業年度末に配信されたAndroidアプリ「パチスロMONSTER

HUNTER 月下雷鳴」の売上が好調であったことで利益面に貢献し、スマートフォンネイティブアプリの開発

費、資金調達にともなう営業外費用の発生、税金費用の増加があったものの、当初計画値を下回ることなく推

移いたしました。

以上の結果、売上高は299,631千円（前年同期比84.1％増）、営業利益5,614千円（前年同期は営業損失

41,530千円）、経常利益197千円（前年同期は経常損失45,082千円）、四半期純損失876千円（前年同期は四半

期純損失45,320千円）となりました。

なお、当社はモバイル事業の単一セグメントであるため、セグメントごとの記載はしておりませんが、事業

におけるサービス分野別の主な取り組みは、以下のとおりであります。

①ソーシャルゲームについては、グリー株式会社が展開する「GREE」で展開中のバーチャルホール『グリパ

チ』における会員数150万人突破記念キャンペーンの実施やパチスロアプリ「十字架600式」「アステカ」の投

入による既存サービスの拡充を行うとともに、４月30日よりiOS版の配信開始により、６月末の登録会員数は

173万人となりました。

また、「GREE」及び株式会社ディー・エヌ・エーの提供する「Mobage」においてサービスを展開中の『不思

議の森のパン工房』においても、各種イベントの投入及び他社ゲームソフト等とのコラボレーションキャン

ペーンを開催し登録会員数の増加を図りました。

②スマートフォン関連については、４月よりiOSアプリ「パチスロMONSTER HUNTER 月下雷鳴」とAndroidアプ

リ「シティーハンター」の配信を開始し、ユーザーからの人気を博し好調に推移しております。

③メーカーオフィシャルサイトについては、サービスの拡充を図るため、スマートフォン向けオリンピア公式

サイト『パーラーオリンピア』のサイトリニューアルに向けた取り組みを行いました。

④新たな収益基盤の確保に向けて、ＳＮＳゲームノウハウを生かしたBtoB（企業間取引）向け受託開発と運営

ビジネスが開始されたことにともない、サービスの多様化と変化に対応できる組織体制の充実を行いました。

 

(2)財政状態に関する説明

①資産

当第１四半期会計期間末における資産は128,061千円増加し、544,339千円（前事業年度末比30.8%増）とな

りました。これは、主に現金及び預金98,687千円、受取手形及び売掛金21,949千円、無形固定資産7,565千円

の増加によるものです。

②負債

当第１四半期会計期間末における負債は80,402千円増加し、314,740千円（前事業年度末比34.3%増）となり

ました。これは、主に転換社債型新株予約権付社債100,000千円の増加と買掛金27,345千円の減少によるもの

です。

③純資産

当第１四半期会計期間末における純資産は47,659千円増加し、229,598千円（前事業年度末比26.2%増）とな

りました。これは、四半期純損失876千円を計上したものの、新株予約権1,033千円の増加と新株予約権の行使

により資本金23,751千円、資本剰余金23,751千円が増加したことによるものです。

 

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4)研究開発活動

該当事項はありません。
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(5)重要事象等及び当該事象を解消し又は改善するための対応策

当社は、平成26年３月期まで３期連続して営業損失、当期純損失を計上し、営業活動によるキャッシュ・フ

ローがマイナスとなっております。当第１四半期累計期間において営業利益を計上したものの、四半期純損失

を計上し、営業活動によるキャッシュ・フローがマイナスとなっている状況から、継続企業の前提に関する重

要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

当社が事業を展開するモバイル事業においては、スマートフォン市場の成長と従来のフィーチャーフォン市

場の段階的な縮小が進行しており、環境が大きく変化しております。このような環境のもと、当社は、ユー

ザーの市場移行による影響により携帯公式サイトの課金対象会員数も減少傾向にあることから、これに歯止め

をかけるべく事業を推進しつつ、スマートフォン向けアプリの企画開発に注力しております。しかしながら、

この市場の変化により引き続き当社の業績と成長も大きく影響を受けることから、早急に対策を講じる必要が

あります。

当社は、当該事象又は状況を解消するために、下記の改善施策を進めております。

①収益面については、フィーチャーフォンからスマートフォンへのトレンドが大きくシフトする中、当社は、

グリー株式会社が運営・展開するSNSサイト「GREE」において、平成24年10月よりAndroid OS搭載スマート

フォン版『グリパチ』のサービスを開始いたしました。

当社としましては、平成26年４月よりiOS搭載スマートフォン版のサービスを開始したことで、さらなる

ユーザーの獲得が見込まれると考えており、当社の収益基盤となる『グリパチ』の事業活動を安定的に行うと

ともに、収益の拡大を図る所存であります。

また、スマートフォン端末の普及に合わせスマートフォンゲームユーザーも引き続き拡大傾向にあるなか、

通信環境の制約を受けにくいと言われるスマートフォンネイティブアプリが幅広いユーザーに受け入れられ、

スマートフォンネイティブアプリ市場はダウンロード無料・課金型のスマートフォンゲームにおいても、中長

期に渡るユーザーの定着から急速に拡大をしております。

当社としましては、AppStoreやGooglePlayなどのアプリマーケット向けパチンコ・パチスロの実機シミュ

レーターアプリを提供してまいりましたが、スマートフォンネイティブアプリのビジネス展開をスマートフォ

ン向けコンテンツビジネスの新たな事業戦略として位置づけ、現在３タイトルのビジネス化を計画し、さらな

る収益の拡大を図る所存であります。

②コスト管理については、売上原価において社内開発の稼働率の向上により外注費を圧縮し、販売費及び一般

管理費においても人件費の削減や広告宣伝費の見直しを進めることで、コストの削減を図ってまいります。

③財務面については、スマートフォン向けアプリの開発費は一定数の利用者を獲得するまでは先行投資的な支

出が続くこと、また、運営費として企画運営の人件費や優良なコンテンツ確保のための契約金および最低保証

額（ミニマムギャランティー）等も先行して支出されることにより、売上金回収までの期間において手元流動

性の低下が見込まれます。

このため当社は、平成26年５月12日開催の取締役会において、第三者割当により発行される第２回無担保転

換社債型新株予約権付社債及び第２回新株予約権の募集を行うことを決議し、本資金調達により資金を確保い

たしました。

これらの改善施策に取り組むことにより、継続企業の前提に関する重要な不確実性は、認められないものと

判断しておりますので、四半期財務諸表の注記には記載しておりません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 18,000,000

計 18,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成26年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年８月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,643,400 4,790,400
名古屋証券取引所

（セントレックス）

単元株式数

100株

計 4,643,400 4,790,400 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成26年７月16日から平成26年７月25日までの間に新株予約権の行使により発行

された株式147,000株が含まれております。
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（2）【新株予約権等の状況】

当第１四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①第２回新株予約権

決議年月日 平成26年５月12日

新株予約権の数（個） 277

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）　（注）１ 277,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）　　（注）２ 360

新株予約権の行使期間
自　平成26年５月29日

至　平成28年５月28日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）
（注）３

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認

を要するものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）５

（注）１．新株予約権の目的となる株式の数

（１）本新株予約権の目的である株式の種類及び総数は、当社普通株式277,000株とする（本新株予約権１個当た

りの目的である株式の数（以下、「割当株式数」という。）は1,000株とする。）。

但し、下記（注）１．（２）から（４）の規定により割当株式数が調整される場合には、本新株予約権の

目的である株式の総数は調整後割当株式数に応じて調整されるものとする。

（２）当社が下記（注）２.の規定に従って行使価額の調整を行う場合には、割当株式数は次の算式により調整さ

れる。但し、かかる調整は当該時点において未行使の本新株予約権にかかる割当株式数についてのみ行わ

れ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。なお、かかる算式における調整前行使価額及び調整後

行使価額は、下記（注）２.に定める調整前行使価額及び調整後行使価額とする。

 

調整後割当株式数 ＝
調整前割当株式数 × 調整前行使価額

調整後行使価額

 

（３）調整後割当株式数の適用日は、当該調整事由に係る下記（注）２．（３）②及び⑤の規定による行使価額

の調整に関し、各規定に定める調整後行使価額を適用する日と同日とする。

（４）割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後割当株式数の適用開始日の前日までに、本新株予約権者

に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前割当株式数、調整後割当株式数及びその適用開始日そ

の他必要な事項を書面で通知する。但し、適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない場合に

は、適用開始日以降速やかにこれを行う。

 

２．新株予約権の行使時の払込金額

（１）本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使価額に割当株式数を乗じた額

とする。但し、計算の結果1円未満の端数を生ずる場合は、その端数を切り上げるものとする。

（２）本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を新たに発行し又はこれに代えて当社の保有する当社普通

株式を処分する（以下、当社普通株式の発行又は処分を「交付」という。）場合における株式１株当たりの

出資される財産の価額（以下、「行使価額」という。）は、360円とする。ただし、下記（注）２．（３）の

規定に従って調整されるものとする。
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（３）行使価額の調整

①当社は、本新株予約権の発行後、下記（注）２．（３）②に掲げる各事由により当社の発行済株式数に変

更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合には、次に定める算式（以下、「行使価額調整式」と

いう。）をもって行使価額を調整する。

 

    
既発行株式数 ＋ 交付株式数 × １株あたりの払込金額

調整後
行使価額

＝ 調整前
行使価額

×
１株あたりの時価

既発行株式数 ＋ 交付株式数

 

②行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の適用時期については、次に定める

ところによる。

ⅰ）下記（注）２．（３）④ⅱ）に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに交付する

場合（無償割当てによる場合を含む。）（但し、新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む。）の行使、取得請求権付株式又は取得条項付株式の取得、その他当社普通株式の交付を請求でき

る権利の行使によって当社普通株式を交付する場合、及び会社分割、株式交換又は合併により当社普

通株式を交付する場合を除く。）

調整後行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とし、無償割当て

の場合はその効力発生日とする。）以降、又はかかる交付につき株主に割当てを受ける権利を与える

ための基準日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。

ⅱ）普通株式について株式の分割をする場合

調整後行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。

ⅲ）下記（注）２．（３）④ⅱ）に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する定めの

ある取得請求権付株式又は（注）２．（３）④ⅱ）に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通

株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）を発行又は付与す

る場合

調整後行使価額は、取得請求権付株式の全部にかかる取得請求権又は新株予約権の全部が当初の条

件で行使されたものとみなして行使価額調整式を適用して算出するものとし、払込期日（新株予約権

の場合は割当日)以降又は（無償割当ての場合は）効力発生日以降これを適用する。但し、株主に割当

てを受ける権利を与えるための基準日がある場合には、その日の翌日以降これを適用する。

ⅳ）当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む。）の取得と引換えに下記（注）２．（３）④ⅱ）に定める時価を下回る価額をもって当社普通株

式を交付する場合

調整後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。

ⅴ）上記（注）２．（３）②ⅰ）からⅳ)までの各取引において、株主に割当を受ける権利を与えるための

基準日が設定され、かつ各取引の効力の発生が当該基準日以降の株主総会又は取締役会その他当社の

機関の承認を条件としているときには上記（注）２．（３）②ⅰ）からⅳ)にかかわらず、調整後転換

価額は、当該承認があった日の翌日以降、これを適用する。

この場合において当該基準日の翌日から当該取引の承認があった日までに、本新株予約権を行使した

本新株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社普通株式を交付するものとする。

 

株式数 ＝
（調整前行使価額－調整後行使価額） ×

調整前行使価額により当該

期間内に交付された株式数

調整後行使価額

 

この場合に１株未満の端数を生じるときは、これを切り捨て、現金による調整は行わない。

 

③行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額との差額が１円未満にとどまる場合

は、行使価額の調整は行わない。但し、その後行使価額の調整を必要とする事由が発生し、行使価額を調

整する場合には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差額を差し引いた

額を使用する。
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④ⅰ）行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てるものと

する。

ⅱ）行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初めて適用される日に先立つ45取引日目に始ま

る30取引日（終値のない日を除く。）の金融商品取引所における当社普通株式の普通取引の終値の単

純平均値とする。この場合、単純平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切

り捨てるものとする。

ⅲ）行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある

場合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後行使価額を初めて適用する日の１ヶ月前の

日における当社の発行済普通株式の総数から、当該日において当社の保有する当社普通株式を控除し

た数とする。

⑤上記（注）２．（３）②の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必

要な行使価額の調整を行う。

ⅰ）株式の併合、資本金の減少、会社分割、株式移転、株式交換又は合併のために行使価額の調整を必要

とするとき。

ⅱ）その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を

必要とするとき。

ⅲ）行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後行使価額の算出にあ

たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

⑥行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後行使価額の適用開始日の前日までに、本新株予約権者に対

し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前行使価額、調整後行使価額及びその適用開始日その他必

要な事項を書面で通知する。但し、上記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこ

れを行う。

 

３．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額

本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17

条第１項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし（計算の結果１円未満の端数を生

じる場合はその端数を切り上げた額とする。）、当該資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じた額

を増加する資本準備金の額とする。

 

４．新株予約権の行使の条件

（１）本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過するこ

ととなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

（２）各本新株予約権の一部行使はできない。

 

５．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

当社が吸収合併消滅会社となる吸収合併、新設合併消滅会社となる新設合併、吸収分割会社となる吸収分

割、新設分割会社となる新設分割、株式交換完全子会社となる株式交換、又は株式移転完全子会社となる株式

移転（以下、「組織再編行為」と総称する。）を行う場合は、当該組織再編行為の効力発生日の直前において

残存する本新株予約権に代わり、それぞれ吸収合併存続会社、新設合併設立会社、吸収分割承継会社、新設分

割設立会社、株式交換完全親会社又は株式移転設立完全親会社（以下、「再編当事会社」と総称する。）は以

下の条件に基づき本新株予約権にかかる新株予約権者に新たに新株予約権を交付するものとする。

（１）新たに交付される新株予約権の数

新株予約権者が有する本新株予約権の数をもとに、組織再編行為の条件等を勘案して合理的に調整する。

調整後の１個未満の端数は切り捨てる。

（２）新たに交付される新株予約権の目的たる株式の種類

再編当事会社の同種の株式

（３）新たに交付される新株予約権の目的たる株式の数の算定方法

組織再編行為の条件等を勘案して合理的に調整する。調整後の１株未満の端数は切り上げる。
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（４）新たに交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

組織再編行為の条件等を勘案して合理的に調整する。調整後の１円未満の端数は切り上げる。

（５）新たに交付される新株予約権に係る行使期間、当該新株予約権の行使により株式を発行する場合における

増加する資本金及び資本準備金、再編当事会社による当該新株予約権の取得事由、組織再編行為の場合の

新株予約権の交付、新株予約権証券及び行使の条件

本新株予約権の内容に準じて、組織再編行為に際して決定する。

（６）新たに交付される新株予約権の譲渡による取得の制限

新たに交付される新株予約権の譲渡による取得については、再編当事会社の取締役会の承認を要する。
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②第３回新株予約権（業績条件付ストックオプション）

決議年月日 平成26年５月12日

新株予約権の数（個） 1,200

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）　（注）１ 120,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）　　（注）２ 399

新株予約権の行使期間
自　平成27年７月１日

至　平成31年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）
（注）３

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による本新株予約権の取得については、当社取

締役会の決議による承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）５

（注）１．新株予約権の目的となる株式の数

本新株予約権１個あたりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は、当社普通株式100株

とする。

なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以

下同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本

新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調

整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の額の減少を行う場合その他これら

の場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるも

のとする。

 

２．新株予約権の行使時の払込金額

本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１株あたりの払込金額（以下、「行使価額」とい

う。）に、付与株式数を乗じた金額とする。

行使価額は、金399円とする。

なお、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を

調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
1

分割（または併合）の比率

 

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または自己株

式の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己

株式の移転の場合を除く。）次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

 

     
既発行

株式数 ＋

新規発行

株式数
×
１株あたり

払込金額

 調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

新規発行前の１株あたりの時価

 既発行株式数 ＋ 新規発行株式数
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なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式

にかかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新

規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その

他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の

調整を行うことができるものとする。

３．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額

（１）本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１

項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果、１円未満の端数が生じたと

きは、その端数を切り上げるものとする。

（２）本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記（注）３．

（１）記載の資本金等増加限度額から、上記（注）３．（１）に定める増加する資本金の額を減じた額とす

る。

 

４．新株予約権の行使の条件

（１）本新株予約権者は、平成27年３月期から平成29年３月期までのいずれかの期の営業利益（当社の有価証券

報告書に記載される損益計算書（連結損益計算書を作成している場合、連結損益計算書）における営業利益

をいい、以下同様とする。）が下記（a）から（c）に掲げる各金額を超過した場合、各新株予約権者に割り

当てられた新株予約権のうち、それぞれ定められた割合（以下、「行使可能割合」という。）の個数を当該

営業利益の水準を充たした期の有価証券報告書の提出日の翌月１日から権利行使期間の末日までにそれぞれ

行使することができる。なお、行使可能な新株予約権の数に１個未満の端数が生じる場合は、これを切り捨

てた数とする。

(a) 営業利益が３億円を超過した場合 行使可能割合：20％

(b) 営業利益が４億円を超過した場合 行使可能割合：50％

(c) 営業利益が５億円を超過した場合 行使可能割合：100％

（２）本新株予約権者は、上記（注）４．（１）に定める（a）から（c）の条件を充たす前に、平成27年３月期

から平成29年３月期のいずれかの期で営業損失を計上した場合、当該有価証券報告書提出日の前日までに上

記①に基づいて行使可能となっている新株予約権を除き、それ以降本新株予約権を行使することができな

い。

（３）本新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社の取締役、監査役また

は従業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由があると取締役

会が認めた場合は、この限りではない。

（４）本新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

（５）本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過するこ

ととなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

（６）各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

 

５．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移

転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に

新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社

（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。た

だし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収

分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記（注）１．に準じて決定する。
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（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件を勘案のうえ、上

記（注）２．で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記（注）５．（３）に従って

決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

（５）新株予約権を行使することができる期間

本新株予約権の行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から本新株予約権の

行使期間の末日までとする。

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記（注）３．に準じて決定する。

（７）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

（８）その他新株予約権の行使の条件

上記（注）４．に準じて決定する。

（９）新株予約権の取得事由及び条件

以下、本新株予約権の取得に関する事項に準じて決定する。

①当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは分割計

画、または当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画について株主総会の承認（株主

総会の承認を要しない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締役会が別途定める

日の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で取得することができる。

②新株予約権者が権利行使をする前に、上記（注）４.に定める規定により本新株予約権の行使ができなく

なった場合は、当社は新株予約権を無償で取得することができる。

（10）その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。
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当第１四半期会計期間において発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。

第２回無担保転換社債型新株予約権付社債

決議年月日 平成26年５月12日

新株予約権付社債の残高（千円） 100,000

新株予約権の数（個） 40

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）　（注）１ 277,777

新株予約権の行使時の払込金額（円）　　（注）２ 360

新株予約権の行使期間
自　平成26年５月29日
至　平成28年５月28日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

（注）３

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権付社債は、会社法第254条第２項本文及び
第３項本文の定めにより、本新株予約権又は本社債の
一方のみを譲渡することはできない。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）５

（注）１．新株予約権の目的となる株式の数

本新株予約権の行使により当社が新たに発行又はこれに代えて当社の保有する当社普通株式を処分（以

下、当社普通株式の発行又は処分を当社普通株式の「交付」という。）する当社普通株式の数は、同時に行

使された本新株予約権に係る本社債のうち残存金額の総額を当該行使時において有効な転換価額（下記

（注）２．（２）で定義される。）で除して得られる最大整数とする。但し、行使により生じる１株未満の

端数は切り捨て、現金による調整は行わない。

 

２．新株予約権の行使時の払込金額

（１）本新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額又はその算定方法

①本新株予約権１個の行使に際し、当該本新株予約権が付された各本社債を出資するものとする。

②本新株予約権１個の行使に際して出資される財産の価額は、各本社債の金額と同額とする。

（２）転換価額

各本新株予約権の行使により交付する当社普通株式の数を算定するにあたり用いられる価額（以下、「転

換価額」という。）は、１株につき360円とする。なお、転換価額は下記（注）２.（３）に定めるところに

従い調整されることがある。

（３）転換価額の調整

①時価（下記（注）２．（３）②ⅱ）に定義される。）を下回る価額での発行による転換価額の調整

ⅰ）当社は、本新株予約権付社債の発行後、下記（注）２．（３）①ⅱ）に掲げる各事由により当社の発

行済普通株式数に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下、

「時価下発行による転換価額調整式」という。）により転換価額を調整する。

 

 

調整後

転換価額

 

＝

 

調整前

転換価額

 

×

既発行普通株式数 ＋
交付普通株式数 × １株あたりの払込金額

１株あたりの時価

既発行普通株式数 ＋ 交付普通株式数
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ⅱ）時価下発行による転換価額調整式により本新株予約権付社債の転換価額の調整を行う場合及びその調

整後の転換価額の適用時期については、次に定めるところによる。

イ　時価（下記（注）２．（３）②ⅱ）に定義される。）を下回る払込金額をもってその発行する当社

普通株式又はその処分する当社の有する当社普通株式を引き受ける者の募集をする場合（但し、下記

ロの場合、新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の行使、取得請求権付株式又は

取得条項付株式の取得、その他当社普通株式の交付を請求できる権利の行使によって当社普通株式を

交付する場合、及び株式交換又は合併により当社普通株式を交付する場合を除く。）

調整後の転換価額は、払込期日又は払込期間の末日の翌日以降、また、当該募集において株主に株

式の割当てを受ける権利を与える場合は、当該権利を与える株主を定めるための基準日の翌日以降こ

れを適用する。

ロ　普通株式の株式分割又は無償割当をする場合

調整後の転換価額は、当該株式分割又は無償割当により株式を取得する株主を定めるための基準日

（基準日を定めない場合は、効力発生日）の翌日以降これを適用する。

ハ　時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する定めのある取得請求権付株式、取得条項付株式

若しくは取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）を発行する場合、又は

時価を下回る価額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付され

たものを含む。）その他の証券又は権利を発行する場合

調整後の転換価額は、発行される株式又は新株予約権その他の証券又は権利（以下、「取得請求権

付株式等」という。）の全てが当初の条件で取得又は行使され当社普通株式が交付されたものとみな

して時価下発行による転換価額調整式を準用して算出するものとし、当該取得請求権付株式等の払込

期日又は払込期間末日の翌日以降、また、当該募集において株主に割り当てを受ける権利を与える場

合は、当該権利を与える株主を定めるための基準日（基準日を定めない場合は、その効力発生日）の

翌日以降これを適用する。

ニ　上記イからハの場合において、基準日が設定され、かつ、効力の発生が当該基準日以降の株主総

会、取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、上記イからハにかかわらず、調整

後の転換価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用する。この場合において、当該基準日の

翌日から当該承認があった日までに本新株予約権の行使請求をした新株予約権者に対しては、次の算

出方法により、当社普通株式を交付する。この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨

て、現金による調整は行わない。

 

交付普通

株式数
＝
 （調整前転換価額 － 調整後転換価額） ×

調整前転換価額により当該期間内に

交付された普通株式数

調整後転換価額

 

②時価下発行による転換価額調整式及び特別配当による転換価額調整式（以下、「転換価額調整式」と総称

する。）の取扱いは以下に定めるところによる。

ⅰ）転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。

ⅱ）転換価額調整式で使用する時価は、調整後の転換価額を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30取

引日（当社普通株式に関し終値のない日数を除く。）の金融商品取引所における当社普通株式終値の

平均値とする。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨て

る。

ⅲ）時価下発行による転換価額調整式で使用する既発行株式数は、当該募集において株主に株式の割当て

を受ける権利を与える場合は、当該権利を与える株主を定めるための基準日、また、それ以外の場合

は、調整後の転換価額を適用する日の１か月前の日における当社の発行済普通株式数から、当該日に

おける当社の有する当社普通株式の数を控除した数とする。

ⅳ）時価下発行による転換価額調整式により算出された転換価額と調整前転換価額との差額が１円未満に

とどまるときは、転換価額の調整は行わないこととする。但し、次に転換価額の調整を必要とする事

由が発生し転換価額を算出する場合は、転換価額調整式中の調整前転換価額に代えて、調整前転換価

額からこの差額を差引いた額を使用するものとする。
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③上記（注）２．（３）①ⅱ）の転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社

は、必要な転換価額の調整を行う。

ⅰ）株式の併合、合併、会社分割、株式移転又は株式交換のために転換価額の調整を必要とするとき。

ⅱ）その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により転換価額の調整を

必要とするとき。

ⅲ）転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の算出

にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

④上記（注）２．（３）①ⅱ）から③より転換価額の調整を行うときは、当社は、あらかじめ書面によりそ

の旨ならびにその事由、調整前の転換価額、調整後の転換価額及びその適用の日その他必要な事項を本新

株予約権付社債権者に通知する。但し、適用の日の前日までに前記の通知を行うことができないときは、

適用の日以降すみやかにこれを行う。

 

３．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額

（１）本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１

項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたとき

は、その端数を切り上げるものとする。

（２）本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記（注）３．

（１）記載の資本金等増加限度額から上記（注）３．（１）に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

 

４．新株予約権の行使の条件

各本新株予約権の一部行使はできないものとする。

 

５．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

当社が組織再編行為を行う場合は、本新株予約権付社債の繰上償還を行う場合を除き、承継会社等をして、組

織再編の効力発生日の直前において残存する本新株予約権付社債に付された本新株予約権の所持人に対して、当

該本新株予約権の所持人の有する本新株予約権に代えて、それぞれの場合につき、承継会社等の新株予約権で、

下記（１）から（10）に掲げる内容のもの（以下、「承継新株予約権」という。）を交付させるものとする。こ

の場合、組織再編の効力発生日において、本新株予約権は消滅し、本社債に係る債務は承継会社等に承継され、

本新株予約権の所持人は、承継新株予約権の新株予約権所持人となるものとし、本新株予約権付社債の要項の本

新株予約権に関する規定は承継新株予約権について準用する。

（１）交付される承継会社等の新株予約権の数

当該組織再編行為の効力発生日直前において残存する本新株予約権付社債の所持人が保有する本新株予約

権の数と同一の数とする。

（２）承継会社等の新株予約権の目的たる株式の種類

承継会社等の普通株式とする。

（３）承継会社等の新株予約権の目的たる株式の数

承継会社等の新株予約権の行使により交付される承継会社等の普通株式の数は、当該組織再編行為の条件

を勘案の上、本新株予約権付社債の要項を参照して決定するほか、以下に従う。なお、転換価額は上記

（注）２．（２）及び（３）と同様の調整に服する。

①合併、株式交換又は株式移転の場合には、当該組織再編行為の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約

権を行使したときに、当該組織再編行為の効力発生日の直前に本新株予約権を行使した場合に得られる数

の当社普通株式の保有者が当該組織再編行為において受領する承継会社等の普通株式の数を受領できるよ

うに、転換価額を定める。当該組織再編行為に際して承継会社等の普通株式以外の証券又はその他の財産

が交付されるときは、当該証券又は財産の公正な市場価値を承継会社等の普通株式の時価で除して得られ

る数に等しい承継会社等の普通株式の数を併せて受領できるようにする。

②その他の組織再編行為の場合には、当該組織再編行為の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約権を行

使したときに、当該組織再編行為の効力発生日の直前に本新株予約権を行使した場合に本新株予約権付社

債所持人が得ることのできる経済的利益と同等の経済的利益を受領できるように、転換価額を定める。
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（４）承継会社等の新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額又はその算定方法

承継会社等の新株予約権１個の行使に際しては、各本社債を出資するものとし、承継会社等の新株予約権

１個の行使に際して出資される財産の価額は、各本社債の額面金額と同額とする。

（５）承継会社等の新株予約権を行使することができる期間

当該組織再編行為の効力発生日又は承継会社等の新株予約権を交付した日のいずれか遅い日から、本新株

予約権の行使期間の満了日までとする。

（６）承継会社等の新株予約権の行使の条件

上記（注）４．に準じて決定する。

（７）承継会社等の新株予約権の取得条項

定めない。

（８）承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関す

る事項

承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則

第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生

じたときは、その端数を切り上げるものとする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額から増加

する資本金の額を減じた額とする。

（９）組織再編行為が生じた場合

（注）５．の規定に準じて決定する。

（10）その他

承継会社等の新株予約権の行使により承継会社等が交付する承継会社等の普通株式の数につき、１株未満

の端数が生じた場合は、これを切り捨て、現金による調整は行わない（承継会社等が単元株制度を採用して

いる場合において、承継会社等の新株予約権の行使により単元未満株式が発生する場合には、会社法に定め

る単元未満株式の買取請求権が行使されたものとして現金により精算し、１株未満の端数はこれを切り捨て

る。）。また、当該組織再編行為の効力発生日時点における本新株予約権付社債所持人は、本社債を承継会

社等の新株予約権とは別に譲渡することができないものとする。かかる本社債の譲渡に関する制限が法律上

無効とされる場合には、承継会社等が発行する本社債と同様の社債に付された承継会社等の新株予約権を、

当該組織再編行為の効力発生日直前の本新株予約権付社債所持人に対し、本新株予約権及び本社債の代わり

に交付できるものとする。

 

 

EDINET提出書類

コムシード株式会社(E05401)

四半期報告書

17/26



（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（4）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（5）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
(株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成26年４月１日～

平成26年６月30日

（注）

130,000 4,643,400 23,751 655,118 23,751 86,227

（注）１．新株予約権の行使による増加であります。

２．平成26年７月16日から平成26年７月25日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が147,000

株、資本金及び資本準備金がそれぞれ26,856千円増加しております。

 

（6）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（7）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成26年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成26年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 　普通株式　　 16,600 ― ―

完全議決権株式（その他） 　普通株式　4,496,500 44,965

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式

単元未満株式 300 ― ―

発行済株式総数 4,513,400 ― ―

総株主の議決権 ― 44,965 ―

 

 

②【自己株式等】

平成26年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

コムシード株式会社
東京都千代田区神田駿河台

三丁目２番地
16,600 ― 16,600 0.36

計 ― 16,600 ― 16,600 0.36

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第63号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成26年４月１日から平成

26年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期財務

諸表について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成26年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 127,013 225,701

受取手形及び売掛金 176,690 198,639

商品及び製品 7,053 6,444

原材料及び貯蔵品 3,630 3,382

その他 36,062 32,169

貸倒引当金 △7 △14

流動資産合計 350,441 466,323

固定資産   

有形固定資産 20,064 18,828

無形固定資産 21,619 29,185

投資その他の資産   

破産更生債権等 30,717 30,150

その他 24,152 30,001

貸倒引当金 △30,717 △30,150

投資その他の資産合計 24,152 30,001

固定資産合計 65,836 78,015

資産合計 416,277 544,339

負債の部   

流動負債   

買掛金 115,678 88,332

1年内返済予定の長期借入金 16,668 16,668

未払法人税等 4,110 1,775

その他 32,523 46,773

流動負債合計 168,980 153,550

固定負債   

転換社債型新株予約権付社債 － 100,000

長期借入金 33,332 29,165

退職給付引当金 10,269 10,269

役員退職慰労引当金 19,329 19,329

その他 2,427 2,427

固定負債合計 65,357 161,190

負債合計 234,338 314,740

純資産の部   

株主資本   

資本金 631,367 655,118

資本剰余金 62,476 86,227

利益剰余金 △494,549 △495,426

自己株式 △17,355 △17,355

株主資本合計 181,939 228,564

新株予約権 － 1,033

純資産合計 181,939 229,598

負債純資産合計 416,277 544,339
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

売上高 162,797 299,631

売上原価 117,027 204,331

売上総利益 45,769 95,300

販売費及び一般管理費 87,299 89,685

営業利益又は営業損失（△） △41,530 5,614

営業外収益   

貸倒引当金戻入額 567 567

その他 153 0

営業外収益合計 720 567

営業外費用   

支払利息 180 215

支払手数料 2,249 286

株式交付費 1,843 －

社債発行費 － 5,482

営業外費用合計 4,272 5,983

経常利益又は経常損失（△） △45,082 197

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △45,082 197

法人税、住民税及び事業税 237 1,074

法人税等合計 237 1,074

四半期純損失（△） △45,320 △876
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【注記事項】

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計

期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間

（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

減価償却費 4,971千円 4,687千円

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自平成25年４月１日　至平成25年６月30日）

株主資本の金額の著しい変動

当社は、平成25年６月28日付で、株式会社サイカン、株式会社応援団、オズミックコーポレーション株式会

社、ネクストイノベーション株式会社から第三者割当増資の払込みを受けました。

この結果、当第１四半期累計期間において資本金が62,484千円、資本準備金が62,476千円増加し、当第１四

半期会計期間末において資本金が631,367千円、資本準備金が62,476千円となっております。

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年６月30日）

株主資本の金額の著しい変動

当社は、第２回新株予約権の行使に伴い、前事業年度末から当第１四半期会計期間末までに合計47,502千円

の資金調達を行いました。

この結果、当第１四半期累計期間において資本金が23,751千円、資本準備金が23,751千円増加し、当第１四

半期会計期間末において資本金が655,118千円、資本準備金が86,227千円となっております。

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自平成25年４月１日　至平成25年６月30日）

当社は、フィーチャーフォン及びスマートフォン並びにパソコンのインターネットを通じてユーザーや

パチンコ・パチスロホールに対し、コンテンツの提供や情報の配信を行うモバイル事業の単一セグメント

であるため、記載を省略しております。

なお、従来、「モバイル事業」と「その他事業」の２つを報告セグメントとしておりましたが、平成24

年12月をもって「その他事業」を終了したため、「モバイル事業」のみとなっております。

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年６月30日）

セグメント情報については、モバイル事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △12円06銭 △0円19銭

（算定上の基礎）   

四半期純損失金額（△）（千円） △45,320 △876

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純損失金額（△）（千円） △45,320 △876

普通株式の期中平均株式数（株） 3,758,567 4,525,042

（注）１．当社は、平成25年10月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。これにより、

前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純損失金額を算定しております。

２．前第１四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失

金額であり、潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、当第１四半期累計期間の潜在株式調整

後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失金額である

ため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

新株予約権の行使による株式の発行

当社が平成26年５月29日に、マイルストーン・キャピタル・マネジメント株式会社に発行した第２回新株予

約権につき、平成26年７月16日から平成26年７月25日までの間に未行使残高のすべてについて、以下のとおり

行使され、新株式の発行を行っております。

（１）行使新株予約権個数　　　　　　　　　　　　　　　　147個

（２）行使株式数　　　　　　　　　　　　　　　　　　147,000株

（３）行使価額　　　　　　　　　　　　　　　　１株あたり360円

（４）行使価額総額　　　　　　　　　　　　　　　 53,713,800円

（５）増加する株式の種類及び発行済株式数　普通株式　147,000株

（６）資本金増加額　　　　　　　　　　　　　　　 26,856,900円

（７）資本準備金増加額　　　　　　　　　　　　　 26,856,900円

 

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独　立　監　査　人　の　四　半　期　レ　ビ　ュ　ー　報　告　書  

 

平成26年８月11日

     　コ ム シ ー ド 株 式 会 社

     取 締 役 会　御 中

 

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 森内　茂之　　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 渡邊　誠　　　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているコムシード

株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第24期事業年度の第１四半期会計期間（平成26年４月１

日から平成26年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四

半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務

諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準

に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施され
る質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公
正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、コムシード株式会社の平成26年６月30日現在の財政状態及び同日

をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点に

おいて認められなかった。

 

強調事項

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成26年5月29日に発行した第2回新株予約権につき、平成26年7

月16日から平成26年7月25日までの間に未行使残高の全てが権利行使され、新株式の発行を行っている。

当該事項は当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１.　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２.　ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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